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2020年　8月号日本共産党県議会報告

　保健所は、殺到する電話相談、ＰＣＲ検査機関や医療機関との調整、積極的疫

学調査、クラスター対策など、多岐にわたる感染症対策業務に追われました。

　しかし、全国の保健所数は 30 年前の 850 カ所から昨年は 472 カ所へと減

少。県の保健所職員は2000年の479 人から今年は 422 人へ。ＰＣＲ検査を担

う県衛生研究所の職員も2007年の99人から昨年の75人へと減少しており、

保健・公衆衛生体制の弱体化を指摘。

　高い専門性が求められる保健所の即応体制の強化に向け、常勤保健師の

定員増を要求しました。

　知事は、人材育成に向けた体制整備を図ると述べ、「感染症の大規模な流

行に機動的に対応する体制については、今回の対応をしっかり検証し、必

要な体制の整備を図る」と答弁しました。

　「検査を大規模に行い、先手を打って感染を防止する」とした18道県知事

の緊急提案を示し、特に医療従事者や入院者、介護施設や児童福祉施設の

職員・利用者、教員について、無症状者を含めた検査を求めました。

　知事は、「濃厚接触者は無症状でも検査を実施し、抗原検査などの新しい

技術や手法を取入れ、検査体制の充実を図る」と答弁しました。

■無症状者のＰＣＲ検査を 　医療現場からの減収による経営困難の声は相次ぎ、感染患者の病床確保

や大幅な患者の減少に伴う減収は、重点医療を担う公立・公的医療機関を

含めて深刻です。国の 2次補正予算には、減収の補てんがありません。

　感染患者を受け入れていない医療機関も経営が厳しく、県病院協会の緊

急実態調査も紹介して、国と県の財政支援を強く求めました。

　知事は、感染患者を受け入れていない医療機関への支援は不十分とし、

国に要望するとしましたが、県独自の財政支援には応じませんでした。

■医療機関の多額の減収に財政支援を

　文科省は、１教室に20人程度の人数を図示した「学校の新しい生活様式」

を発表しました。

　石田議員は、身体的距離の確保と丁寧な学びを保障するため、20人程度

の授業を求め、また、緊急に退職教員や臨時的任用教員、臨時免許証など

で教員を確保し、教員増による全学年での少人数学級の実施を迫りました。

　教育長は、国の補正予算を活用した体制強化を図るとし、少人数学級の

拡充については、長期的な視点に立った施策を国に働きかけると答弁。

　石田議員は、法改正により県独自での 40人以下学級が可能と指摘し、他

県の事例も示し、少人数学級に踏み出すべきと要望しました。

■少人数学級実現に向け具体策を提案
■保健所の体制強化を

新型コロナウイルス 感染症から

　2020年第２回定例会が５月15 日～7 月10 日の日程で開催され、
６月18日、石田和子議員が代表質問に立ちました。新型コロナウイル
ス感染症対策を取り上げ、この間浮き彫りになった課題の解決や少人
数学級などについて質しました。
　そのほか、介護や障がい者支援事業所の減収対策、避難所の感染症
対策、再開した学校の今後の教育課程のあり方なども質しました。

（注）厚生：厚生常任委員会 /文教：文教常任委員会 /総政：総務政策常任委員会 /国スポ：国際文化観光・スポーツ常任委員会

命を守る対策を
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［出典］

■診療体制の維持    重点医療機関・集合検査場の運営や、看護師増員
　　　　　　　　　　　の人件費などを補助［316.3 億円］
■医療機関の設備整備等への補助    感染予防対策などを補助［330.9 億円］
■医療従事者や介護・障害福祉施設等の職員への慰労金支給    ［443.4 億円］
■市町村立小・中学校の教員の追加配置    ［4.3 億円］
■文化芸術活動の再開支援    ［3.0 億円］
★感染症病床確保と設備整備費の補助は4月にさかのぼって
　実施されます。 
★希望する妊婦のＰＣＲ検査は公費負担になりました。

実現した主なコロナ感染症対策

【今年の検討項目を提案】
　政務活動連絡会で今年度の検討項目が各会派から提案され、共産党
県議団は９項目の提案をしました。
●政務活動費の返還については、監査や裁判などで、不正支出と認め
られたものについては、返還することを明記する。●保存すべき書類等
（視察報告書や広報費の成果物など）のコピー等をすべて議長への提出書
類とし、議長に提出したすべての書類を県議会ホームページで公開するこ
と。●アルコールを伴う会合については飲食費の充当はしない。●車両の
リースは原則廃止とする。など

政
務
活
動
連
絡
会

請願・陳情（抜粋）の審査結果

ゆきとどいた神奈川の障害児教育を求める陳情

米軍の新型コロナウイルスの感染にかかわる陳情

国に対して、公立・公的病院の「再編・統合」の
強制を改めることの意見書提出を求める陳情

新型コロナ第２波、第３波を見据えた第一線の医
療提供体制堅持を求めることについての陳情

「津久井やまゆり園殺傷事件裁判」における背景
要因の解明を徹底的に求める陳情

県民の暮らしと文化、子どもたちの教育権の保障
を求める陳情

陳情
番号

陳情
22号

陳情
28号
陳情
40号
陳情
41号

陳情
42号

陳情
43号

厚生

文教

総政

国スポ

厚生

厚生

厚生

厚生

継続

継続

不了承

不了承

継続

継続

不了承

継続

審査結果件　　　名

［各会派の態度］　〇：了承  △：継続審査   ×：不了承  /：委員会に所属していない

［各会派の態度］　〇：採択 △：継続審査   ×：不採択
請願
番号

請願
13号 本会議 継続

審査結果件　　　名

神奈川県議会「政務活動費の指針」に政務活動と
他の活動が混在する場合のあん分率の基準と上限
を決め、按分方法（例）として私的活動を含めた
合理的な目安を例示することを求める請願

石田和子議員 代表質問
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■文化芸術団体、アーティストへの
　支援の充実を
　新型コロナの影響で、困難を抱える文化芸
術団体・アーティストに対する支援制度がで
きましたが、不十分なところもあるので、今
後充実させるよう求めました。

■外国籍県民への支援の拡充を
　県は、外国籍県民等支援事業や異文化理解
支援事業をしている国際言語文化アカデミア
（横浜市栄区）を廃止する方針です。今後、国
際交流財団でこれらの事業を展開するとのこ
とですが、近年、外国籍県民が増え、日本語教
育などの支援の充実が必要ですので、県として
財政的、人的支援を強化するよう求めました。

■PCR検査の抜本的な拡大を
　代表質問で、濃厚接触者は全て検査を行うと
答弁したが、濃厚接触者の定義（発症２日前、
１mの距離で必要な予防策なしで１５分以上の
会話）によって検査対象が絞り込まれるため、
集団感染や市中感染を防ぎきれないと指摘。濃
厚接触者に限定しないで関係者全員の検査が必
要と主張。感染の第２波、３波とインフルエン
ザの流行が重なる懸念もあることから、体調不
良の場合、速やかにPCR検査か抗原検査を実施
すべきと主張し、希望者に検査ができる体制の
整備を要望しました。

■海の安心・安全を県の責任で
　今年は、県内すべての海水浴場が開設されま
せん。県はパトロールなどを行いますが、常駐・
監視の体制が必要です。海の安全を守る為に、
昨年と同様の体制が必要と求めました。

■県民の意見を反映した水道料金体系に
　県営水道に関する調査結果を基に、料金の検
討がされています。水道の維持管理の為に値上
げは妥当で、県民も望んでいるような報告でし
たが、調査結果では大多数が現状維持を望んで
います。値上げせず、県民意見に沿った対応を
求めました。
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■種苗法改正は慎重審議を
　種苗法改正は、公的種苗事業が外資を含む企
業のビジネス対象となり、安心安全な供給が脅
かされるという批判に対し、不安の声を「一部」
だと矮小化し、法改正の中身を伝えれば問題は
ないという県の認識の甘さを指摘。せめて国に
慎重審議を求めることを要望しました。

■貴重な樹林帯の存続を
　平塚市の龍城ヶ丘プール跡地周辺で、再開発
による樹林帯の大規模伐採が計画され、住民が
県に保安林指定の申請書を提出しています。環
境保護の観点から迅速に審査を行うことを求め
ました。他に、指定管理施設の休業手当問題・農
畜林水産業者の相談窓口等をとりあげました。

大
山
奈
々
子

環
境
農
政

厚
生

■約4万件の神奈川県休業協力金の申請につい
て、審査が遅すぎるとの苦情が多くあり、進捗
状況を確認しました。今後も十分な体制を整え、
速やかな給付を行うことを求めました。ネット
環境がない小規模事業者も多く、今後も郵送受
付を可とすることを求め、確保するとの回答を
得ました。

■県の指定管理施設の雇用において、コロナ関
連の休館に際して、県立施設職員の雇用は確保
されていましたが、市町村立施設については、
解雇も生じました。
　今後について、公立施設にふさわしく雇用の
維持を図ることを、指定管理契約時の協定書に
盛り込むことを求めました。

君
嶋
ち
か
子

産
業
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働

上
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や
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・
企
業

常任委員会での主な取り組み

教員増は必須
●学校再開に関わり、神奈川県へ
の教員増の配置は79人しかありま
せん。感染抑制の点からも、少人
数授業実施のための県独自の教員
増を求めました。
　今年は喚気が必要で冷気も保て
ず、夏休みも短く、暑さは一層切
実です。マスクの強制は危険も伴
い、マスクのみに頼らない少人数
授業が必須です。
　暑さ対策の一つとして、頻繁な
洗濯を可能とする体操着登校を認
めるべきと求め、中学校は可能と
の回答。
「差額ベッド料を求めてはならない」
●コロナ感染症に関わり、差額ベッ
ド料を請求された例があります。
厚労省は「治療上の必要性による
場合は、差額ベッド料を請求して
はならない」と通知しています。
県の見解を質しました。
　「本人希望によるもの以外、求め
てはいけない」との認識を明言し
ました。一歩前進です。

3年が経過した
インクルーシブ教育
●障害の有無に関わらず、
同じ教室で学校生活を送
り、共生社会を目指すとし
たインクルーシブ教育。県
は、知的障害のある生徒を、
3年前に県立高校3校で受
け入れ始め、その1期生が
卒業しました。
アンケート調査で
制度の検証を
●今回の私の質問で、生徒
や保護者へのアンケート
を行っていなかったこと
が委員会で明らかになりま
した。
　また、この3年間で入学
した生徒126人の内、11
人が退学をしています。今
後、インクルーシブ教育を
より良いものにしていくた
めにも、卒業生や保護者へ
のアンケート調査を行うこ
とを求めました。

コロナ関連の保育について
●認可外保育園に対
し、保護者に保育料返
還を行った際の補助制
度について、この制度
を採用しない自治体へ
の働きかけを要望。
●幼稚園については、
開園日数に見合わない
保育料の問題について
保護者からの声や、感
染症対策に関する園長
先生の声を聴いていま
した。共産党県委員会
が行った文科省交渉を
生かし、他自治体のガ
イドラインの提示など
を求めました。
●休業要請中の幼稚園
教諭の休業手当支給の
確認。3課題とも前向
きな答弁を得ました。

特別委員会での
主な取り組み
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ま
た
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。
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庁
的
な
応
援
体
制
で
し
の
い

で
い
ま
す
が
、
パ
ン
デ
ミ
ッ
ク
や
激
甚
災
害

は
今
後
も
想
定
さ
れ
る
た
め
、
権
限
と
責
任

を
持
っ
た
職
員
を
恒
常
的
に
配
置
す
る
体
制

強
化
を
求
め
ま
し
た
。

大
山
県
議
が
質
問

土
砂
災
害
と
水
害
を

繰
り
返
さ
な
い
た
め
の

対
策
強
化
を

予
算
委
員
会

上
野
県
議
が
賛
成
討
論

県
内
の
医
療
体
制
を
守
る
た
め
の
施
策
を

横
浜
の
街
に

カ
ジ
ノ
は
い
ら
な
い

　

党
県
議
団
は
国
会
、
市
会
と
連
携
し
、

多
摩
川
の
堆
積
土
砂
の
撤
去
と
多
摩
川

と
合
流
す
る
平
瀬
川
の
堤
防
の
嵩
上
げ

な
ど
を
国
土
交
通
省
に
要
請
し
ま
し
た
。

　

今
年
も
７
月
の
大
雨
の
影
響
で
県
内
各

地
で
土
砂
崩
れ
が
発
生
し
て
い
ま
す
。
県

と
し
て
災
害
対
策
の
強
化
が
必
要
で
す
。


